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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第89期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第90期 
第１四半期連結
累計(会計)期間

第89期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    ６月30日

自  平成22年
    ４月１日 
至  平成22年 
    ６月30日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成22年
    ３月31日

営業収益 (百万円) 72,409 73,798 305,809

経常利益 (百万円) 2,961 3,883 13,387

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,743 1,275 7,364

純資産額 (百万円) 177,913 182,224 183,264

総資産額 (百万円) 906,440 945,030 980,348

１株当たり純資産額 (円) 321.90 329.74 331.61

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 3.16 2.31 13.35

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 19.6 19.2 18.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,747 2,079 40,175

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,289 △5,951 △43,381

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,212 △30,738 30,247

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 36,220 34,901 69,511

従業員数 (人) 9,672 9,568 9,465

(注)１  営業収益には、消費税等を含んでおりません。

　　 ２  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　 ３  当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりま

せん。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年６月30日現在

従業員数(人)
9,568
〔4,332〕

(注)  従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含む。)であり、臨時従業員数は〔　〕内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。

　

(2) 提出会社の状況

平成22年６月30日現在

従業員数(人) 1,545

(注)  従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループの事業内容は広範囲かつ多種多様であり、そのほとんどが生産、受注及び販売の形態を

とっていないため、「生産、受注及び販売の状況」については、「４  財政状態、経営成績及びキャッシュ

・フローの状況の分析」において業種別営業成績等として記載しております。

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

(1) 経営成績の分析

  当第１四半期連結会計期間のわが国経済は、企業収益が改善しているものの、緩やかなデフレ状況が続

き、失業率が高水準にあるなど、当社グループにとって引き続き厳しい状況で推移しました。

  このような状況のなか、当第１四半期連結会計期間の営業収益は737億９千８百万円（前年同四半期比

1.9％増)、営業利益は53億８千７百万円（前年同四半期比16.1％増)、経常利益は38億８千３百万円（前年

同四半期比31.1％増)となり、これに、資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額等を計上した結果、四半

期純利益は12億７千５百万円（前年同四半期比26.9％減）となりました。

  次に、セグメント別の業績についてご報告いたします。

  なお、当第１四半期連結会計期間から「セグメント情報等の開示に関する会計基準」および「セグメン

ト情報等の開示に関する会計基準の適用指針」を適用しておりますが、事業区分等に変更がないため、前

年同四半期比較を行っております。
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イ  交通事業

  鉄道事業では、昨年のインフルエンザ流行の反動等により定期外旅客が増加しましたが、景気低迷の影

響等で定期旅客が減少し、全体では前年並みの輸送人員となりました。

  乗合・貸切自動車事業では、空港関連路線、中距離路線で収入が増加したことなどにより、増収となり

ました。

  タクシー事業においては、景気低迷等の影響を強く受け、減収となりました。

  以上の結果、交通事業の営業収益は289億２千２百万円（前年同四半期比0.5％増)となりましたが、固

定資産除却費の減少等により、営業利益は46億９千７百万円（前年同四半期比9.9％増）となりました。

　

(業種別営業成績)

業種別

当第１四半期連結会計期間
　自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日

営業収益(百万円) 前年同四半期比（％）

鉄道事業 19,480 0.7

乗合・貸切自動車事業 7,958 1.2

タクシー事業 1,484 △ 5.5

営業収益計 28,922 0.5

　

(提出会社の鉄道事業運輸成績)

 
 

区分

 
 
単位

当第１四半期連結会計期間
　自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日

　 　 　 　 前年同四半期比（％）

営業日数 日 91 ―

営業キロ キロ 87.0 ―

客車走行キロ 千キロ 27,286 0.3

輸送人員

定期 千人 63,627 △ 0.4

定期外 〃 48,465 0.4

計 〃 112,092 △ 0.0

旅客運輸収入

定期 百万円 7,610 △ 1.1

定期外 〃 11,080 0.6

計 〃 18,690 △ 0.1

運輸雑収 〃 804 6.4

収入合計 〃 19,494 0.1

乗車効率 ％ 41.5 ―

(注)　乗車効率の算出方法
旅客人員×平均乗車キロ

×100
客車走行キロ×平均定員
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ロ  不動産事業

  不動産販売業では、横須賀リサーチパークの土地売却等により、増収となりました。

  不動産賃貸業では、引き続きオフィスビルの高稼働率を維持しました。

  以上の結果、不動産事業の営業収益は63億２千万円（前年同四半期比31.2％増)、営業利益は７億６千

３百万円（前年同四半期比163.6％増）となりました。

　

(業種別営業成績)

業種別

当第１四半期連結会計期間
　自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日

営業収益(百万円) 前年同四半期比（％）

不動産販売業 2,581 172.8

不動産賃貸業 3,739 △ 3.4

営業収益計 6,320 31.2

　

ハ  レジャー・サービス事業

  ホテル業では、ホテルパシフィック東京は、本年９月末の閉館に向けた営業縮小の影響等により、減収

となりました。

  レジャー施設業では、京急開発㈱は、ボートレース平和島で外向発売所が新規稼動したことなどによ

り、増収となりました。

　以上の結果、レジャー・サービス事業の営業収益は106億３千５百万円（前年同四半期比1.4％減)、営業

損失は３億４百万円（前年同四半期は営業損失３億２千万円）となりました。

　

(業種別営業成績)

業種別

当第１四半期連結会計期間
　自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日

営業収益(百万円) 前年同四半期比（％）

ホテル・旅館・飲食業 6,380 △ 3.6

レジャー施設・ゴルフ場業 1,559 14.3

広告代理業 1,423 △ 7.0

その他 1,272 0.0

営業収益計 10,635 △ 1.4

　

ニ  流通事業

  百貨店業では、依然として節約志向が続くなか、周辺の商業施設の開業にあわせた営業活動を展開した

ことなどにより、前年並みの売上となりました。

  ストア業では、景気低迷の影響を受けたほか、もとまちユニオン元町店の建替え工事など、店舗再編に

伴う影響等により、減収となりました。

  以上の結果、流通事業の営業収益は265億９千４百万円（前年同四半期比3.7％減)、営業損失は３千６

百万円（前年同四半期は営業損失１千９百万円）となりました。
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(業種別営業成績)

業種別

当第１四半期連結会計期間
　自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日

営業収益(百万円) 前年同四半期比（％）

百貨店業 9,030 △ 0.2

ストア業 13,903 △ 7.2

物品販売業 2,812 0.9

その他 848 7.6

営業収益計 26,594 △ 3.7

　

ホ  その他

  京急建設㈱は、施工中の公共工事の進捗に伴い、増収となりました。

  以上の結果、その他の営業収益は104億１千１百万円（前年同四半期比4.0％増)、営業利益は２億２千

２百万円（前年同四半期比39.4％減）となりました。

　

(業種別営業成績)

業種別

当第１四半期連結会計期間
　自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日

営業収益(百万円) 前年同四半期比（％）

建設業・輸送用機器修理業等 6,213 11.3

ビル管理業 2,164 △ 0.8

その他 2,033 △ 9.5

営業収益計 10,411 4.0

　
　

(2) 財政状態の分析

  当第１四半期連結会計期間末の総資産は、現金及び預金の減少などにより前期末比353億１千８百万円

減少しました。 

  負債については、社債の償還などにより前期末比342億７千８百万円減少しました。 

  また、純資産は、四半期純利益の増加はありましたが、剰余金の配当やその他有価証券評価差額金の減少

などにより前期末比10億４千万円減少しました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

  営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益や減価償却費などの資金収入から、仕

入債務の減少などの資金支出を差し引き、20億７千９百万円の資金収入（前年同四半期比38億２千７百万

円収入増）となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

  投資活動によるキャッシュ・フローは、工事負担金等受入などによる資金の入金がありましたが、鉄道事

業等設備投資を中心とした資金の出金により59億５千１百万円の資金支出（前年同四半期比26億６千２百

万円支出増）となりました。
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(財務活動によるキャッシュ・フロー)

  財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の償還などにより307億３千８百万円の資金支出（前年同四

半期比295億２千６百万円支出増）となりました。

　

  以上の結果、現金及び現金同等物の第１四半期連結会計期間末残高は、349億１百万円となりました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

イ  中長期的な経営戦略

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありま

せん。

ロ  株式会社の支配に関する基本方針

（イ）基本方針の内容

  近年、わが国の資本市場においては、対象となる会社の取締役会との十分な協議や合意などを経

ることなく、突如として一方的に大量の株式買付を行うという現象が起きております。当社は、この

ような株式の大量買付行為であっても、安全性を最優先するとともに、沿線地域の発展のため、グ

ループが連携して事業を行い、相乗効果を図るという当社のグループ経営を十分に理解し、企業価

値・株主の皆様の共同の利益の確保・向上に資するものであれば、これを一概に否定するものでは

ありません。また、当然のことですが、株式会社の経営権の移転を伴う買収提案についての判断は、

最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。

  しかしながら、株式の大量買付行為のなかには、①企業価値・株主共同の利益に侵害をもたらす

もの、②株主に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの、③対象会社の株主や取締役会が、買

付の条件等について検討するための、十分な時間や情報を提供しないもの、④対象会社の取締役会

が、代替案を提案するための、十分な時間や情報を提供しないもの、⑤対象会社が買付者の提示した

条件よりも有利な条件を引き出すために、買付者との交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価

値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

  したがって、当社株式の大量買付を行う者は、株主の皆様の判断のために、必要かつ十分な情報を

当社取締役会に事前に提供し、かつ、一定の検討期間が経過した後にのみ当該大量買付行為を開始

すべきである、と当社は考えております。

　

（ロ）取り組みの具体的な内容

ａ  会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取り

組み

　当社グループは、「都市生活を支える事業を通して、新しい価値を創造し、社会の発展に貢献す

る」ことを経営理念として、鉄道、バスなどの交通事業を中心に、不動産、ホテル、レジャー、流通な

どの事業を展開し、良質なサービスと商品の提供を行っております。これらの事業を通して、「地

域密着・生活直結」型企業集団として当社線沿線を中心にグループ経営を発展・強化し、企業価

値の最大化を目指してまいります。

  当社グループは、安全の確保をすべての事業の根幹として位置づけており、基幹事業である交通

事業はもちろん、グループすべてのサービスと商品を安心してご利用いただくための取り組みを、

継続的に実施してまいります。

  また、当社グループの重要な戦略拠点である品川、羽田空港、川崎、横浜、三浦半島地区において、

新規事業の推進や既存事業の再構築および営業強化等により、沿線価値のさらなる向上に努めて

まいります。
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  さらに、コーポレート・ガバナンス体制の一層の強化を図るとともに、コンプライアンスの重

視、環境対策、地域社会への貢献など、社会的課題につきましても積極的に取り組んでまいります。

   

ｂ  基本方針に照らして不適切な者によって会社の財務及び事業の方針の決定が支配されること

を防止するための取組み

  当社は、平成21年６月26日開催の定時株主総会において、株主の皆様にご承認をいただきました

「当社株式等の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策)」(以下「本プラン」といいます。）

を継続することについて、平成22年６月29日開催の定時株主総会にて、ご承認いただいておりま

す。

  本プランは、①当社が発行者である株式等について、保有者の株式等保有割合が20％以上となる

買付等、または②当社が発行者である株式等について、公開買付けを行う者の株式等所有割合およ

びその特別関係者の株式等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け（以下「買付等」といい

ます。）を対象とします。

  本プランは、当社株式等に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じるべきか否かを株主

の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、買

付等を行う者または提案する者（以下「買付者等」といいます。）との間で株主の皆様のために

交渉を行うことなどを可能とするものであります。また、上記基本方針に反し、当社の企業価値・

株主の皆様の共同の利益を毀損する買付等を阻止し、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益

を確保・向上させることを目的としております。

  当社の株式等について買付等が行われる場合、当該買付者等には、買付内容等の検討に必要な情

報および本プランに定める手続を順守する旨の誓約文言等を記載した書面の提出を求めます。そ

の後、当社経営陣から独立した者のみから構成される独立委員会は、買付者等から提出された情報

や、当社取締役会が必要に応じて提出する意見や根拠資料、当該買付等に対する代替案について、

評価・検討します。独立委員会は、必要に応じて外部専門家等の助言を独自に得たうえ、買付等の

内容の精査・検討、買付者等との協議・交渉、代替案の検討、株主の皆様に対する情報開示等を行

います。

  独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続を順守しなかった場合、または当該買付等の

内容の検討、買付者等との協議・交渉の結果、当該買付等が当社の企業価値・株主の皆様の共同の

利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのある買付等であるなど、本プランに定める要件のい

ずれかに該当し、新株予約権の無償割当てを実施することが相当であると判断した場合には、当社

取締役会に対して、新株予約権の無償割当てを実施することを勧告します。本新株予約権は、金１

円を下限とし、当社株式１株の時価の50％相当額を上限とする金額の範囲内で、当社取締役会が本

新株予約権無償割当決議において別途定める価額を払い込むことにより、原則として、当社普通株

式１株を取得することができるものですが、買付者等による権利行使が認められないという行使

条件が付されています。また、当社が買付者等以外の者から当社株式と引き換えに本新株予約権を

取得することができる旨の取得条項が付されております。当社取締役会は、独立委員会の勧告を最

大限尊重して本新株予約権の無償割当ての実施または不実施等の決議を行います。当社取締役会

は、上記決議を行った場合、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、

すみやかに情報開示を行います。

  本プランの有効期間は、平成23年６月開催予定の定時株主総会終結の時までですが、当該有効期

間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合、ま

たは、当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点
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で廃止されることになります。

　本プラン導入後であっても、本新株予約権の無償割当てが実施されていない場合、株主の皆様に

直接具体的な影響が生じることはありません。他方、本新株予約権の無償割当てが実施された場

合、株主の皆様が本新株予約権行使の手続を行わないと、その保有する当社株式が希釈化すること

になります（ただし、当社が当社株式を対価として本新株予約権の取得を行った場合、買付者等以

外の株主の皆様は、その保有する当社株式の希釈化は生じません。)。

 

（ハ）具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

  上記（ロ）に記載した様々な取り組みは、当社のグループ経営を具現化し、企業価値・沿線価値

の向上に資する具体的施策として策定されたものであり、当社の基本方針に沿うものです。

　また、本プランは、①経済産業省および法務省が発表した買収防衛策に関する指針の要件をすべて

充足していること、②株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること、③株主意

思を重視するものであること、④独立性の高い社外者によって構成される独立委員会の判断を重視

し、同委員会の判断概要については必要に応じて株主の皆様に情報開示をすること、⑤あらかじめ

定められた合理的かつ客観的な要件が充足されなければ発動されないように設定されていること、

⑥独立委員会は、当社の費用で第三者専門家の助言を得ることができること、⑦当社株主総会また

は取締役会により、いつでも廃止することができることなどにより、その公正性・客観性が担保さ

れており、高度の合理性を有しているため、株主の皆様の共同の利益を損なうものではなく、また、

当社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

  当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更ならびに重要な設備計画の完了はありません。

  また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,800,000,000

計 1,800,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間末　
現在発行数(株)
(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 551,521,094 551,521,094
東京証券取引所  　
（市場第一部）

単元株式数は
1,000株であります。

計 551,521,094 551,521,094― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年４月１日～
平成22年６月30日

― 551,521 ― 43,738 ― 17,861
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(6) 【大株主の状況】

  当第１四半期会計期間において、株式会社みずほコーポレート銀行およびその共同保有者３社から、

平成22年５月12日付で提出された大量保有報告書に係る変更報告書の写しの送付があり、平成22年４

月30日現在で次のとおり株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当第１四半期会計期間末

現在の株主名簿を作成していないため、実質所有株式数を確認することができません。

　なお、大量保有報告書に係る変更報告書の内容は以下のとおりであります。
　

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 18,648 3.38

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 1,019 0.18

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１丁目５番１号 735 0.13

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１丁目２番１号 16,423   2.98

計 ― 36,826 6.68

　

(7) 【議決権の状況】

  当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載

することができませんので、直前の基準日である平成22年３月31日現在の株主名簿により記載してお

ります。
　

① 【発行済株式】

平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）　

―
  権利内容に何ら限定のない　

普通株式　 　　91,000   当社における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式　549,536,000549,536 同上

単元未満株式 普通株式    1,894,094― 　１単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 551,521,094― ―

総株主の議決権 ― 549,536 ―

(注)１　証券保管振替機構名義1,230株は、上記「完全議決権株式（その他）」欄に1,000株および「単元未満株式」欄

に230株含まれております。

２　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式502株が含まれております。
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② 【自己株式等】

平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

　株式数の割合(％)

（自己保有株式）
京浜急行電鉄株式会社

東京都港区高輪
２丁目20番20号

91,000 ― 91,000 0.01

計 ― 91,000 ― 91,000 0.01

　
２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
　４月 　５月 　６月

最高(円) 789 802 804

最低(円) 758 746 750

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結会計期間(自平成21年４月１日  至平成21年６月30日)および前第１四半期連結

累計期間(自平成21年４月１日  至平成21年６月30日)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第

１四半期連結会計期間(自平成22年４月１日  至平成22年６月30日)および当第１四半期連結累計期間(自

平成22年４月１日  至平成22年６月30日)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しておりま

す。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(自平成21年４月

１日  至平成21年６月30日)および前第１四半期連結累計期間(自平成21年４月１日  至平成21年６月30

日)に係る四半期連結財務諸表ならびに当第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日  至平成22年６月30

日)および当第１四半期連結累計期間(自平成22年４月１日  至平成22年６月30日)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 34,998 69,608

受取手形及び売掛金 12,386 14,337

商品及び製品 2,794 2,642

分譲土地建物 89,551 89,812

仕掛品 4,364 3,903

原材料及び貯蔵品 631 595

繰延税金資産 2,647 2,714

その他 6,410 6,868

貸倒引当金 △54 △92

流動資産合計 153,730 190,389

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※2
 278,609

※2
 278,949

機械装置及び運搬具（純額） ※2
 41,752

※2
 41,041

土地 ※2
 145,107

※2
 143,317

建設仮勘定 234,673 235,082

その他（純額） ※2
 7,466

※2
 7,194

有形固定資産合計 ※1
 707,609

※1
 705,585

無形固定資産

のれん ※4
 5,355

※4
 5,618

その他 ※2
 5,397

※2
 5,395

無形固定資産合計 10,752 11,013

投資その他の資産

投資有価証券 36,500 37,544

長期貸付金 2,474 2,538

繰延税金資産 9,263 8,561

その他 25,090 25,280

貸倒引当金 △393 △565

投資その他の資産合計 72,936 73,359

固定資産合計 791,299 789,958

資産合計 945,030 980,348
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 38,785 52,038

短期借入金 134,194 135,583

コマーシャル・ペーパー － 10,000

1年内償還予定の社債 202 30,202

未払法人税等 2,558 4,406

繰延税金負債 14 7

前受金 6,079 5,211

賞与引当金 1,643 1,186

役員賞与引当金 － 142

その他の引当金 76 416

その他 27,673 26,993

流動負債合計 211,227 266,188

固定負債

社債 90,691 70,768

長期借入金 272,442 279,914

繰延税金負債 1,065 1,056

退職給付引当金 6,951 6,750

役員退職慰労引当金 606 772

長期前受工事負担金 151,364 143,473

その他 28,457 28,159

固定負債合計 551,578 530,895

負債合計 762,805 797,084

純資産の部

株主資本

資本金 43,738 43,738

資本剰余金 44,158 44,157

利益剰余金 93,717 94,096

自己株式 △85 △79

株主資本合計 181,529 181,914

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 291 935

評価・換算差額等合計 291 935

少数株主持分 404 414

純資産合計 182,224 183,264

負債純資産合計 945,030 980,348
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

営業収益 72,409 73,798

営業費

運輸業等営業費及び売上原価 ※2
 58,634

※2
 59,637

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 9,134

※1, ※2
 8,774

営業費合計 67,768 68,411

営業利益 4,640 5,387

営業外収益

受取利息 30 28

受取配当金 198 207

持分法による投資利益 25 104

その他 357 392

営業外収益合計 611 732

営業外費用

支払利息 2,081 1,990

その他 209 245

営業外費用合計 2,290 2,236

経常利益 2,961 3,883

特別利益

工事負担金等受入額 132 102

関係会社整理益 550 －

特別利益合計 682 102

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 691

投資有価証券評価損 － 212

固定資産圧縮損 132 102

固定資産除却損 377 －

特別損失合計 509 1,006

税金等調整前四半期純利益 3,134 2,979

法人税、住民税及び事業税 972 1,862

法人税等調整額 406 △169

法人税等合計 1,379 1,693

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,286

少数株主利益 11 10

四半期純利益 1,743 1,275
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
  至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 3,134 2,979

減価償却費 7,384 7,361

有形固定資産除却損 519 174

貸倒引当金の増減額（△は減少） △15 △209

賞与引当金の増減額（△は減少） 443 457

未払賞与の増減額（△は減少） △1,670 △1,607

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △144 △142

退職給付引当金の増減額（△は減少） 47 201

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △53 △165

その他の引当金の増減額（△は減少） △59 △340

受取利息及び受取配当金 △228 △235

支払利息 2,081 1,990

持分法による投資損益（△は益） △25 △104

関係会社整理益 △550 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 691

工事負担金等受入額 △132 △102

固定資産圧縮損 132 102

売上債権の増減額（△は増加） 460 1,494

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,993 △389

仕入債務の増減額（△は減少） △7,820 △8,135

未収消費税等の増減額（△は増加） － 1,123

未払消費税等の増減額（△は減少） △178 418

前受金の増減額（△は減少） 248 794

その他 652 894

小計 2,232 7,249

利息及び配当金の受取額 198 250

利息の支払額 △1,882 △1,955

法人税等の支払額 △2,296 △3,464

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,747 2,079
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
  至 平成22年６月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 58 －

有価証券の売却及び償還による収入 － 9

投資有価証券の取得による支出 △502 △130

有形固定資産の取得による支出 △11,855 △14,395

有形固定資産の売却による収入 91 59

無形固定資産の取得による支出 △309 △292

長期貸付けによる支出 － △10

長期貸付金の回収による収入 84 74

工事負担金等受入による収入 9,044 8,549

その他 101 184

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,289 △5,951

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,370 △2,000

長期借入れによる収入 － 2,000

長期借入金の返済による支出 △8,586 △8,861

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） △15,000 △10,000

社債の発行による収入 19,879 19,881

社債の償還による支出 △76 △30,076

転換社債償還に伴う支払基金 5,630 －

配当金の支払額 △1,654 △1,654

少数株主への配当金の支払額 △21 △21

その他 △12 △6

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,212 △30,738

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △6,249 △34,610

現金及び現金同等物の期首残高 42,470 69,511

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 36,220

※
 34,901
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第１四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

会計処理基準に関する事項の変更

資産除去債務に関する会計基準の適用

  当第１四半期連結会計期間から「資産除去債務に関する

会計基準」（企業会計基準第18号  平成20年３月31日）お

よび「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日）を適用して

おります。

  これにより、営業利益および経常利益が３百万円、税金等

調整前四半期純利益が694百万円減少しております。

　

【表示方法の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年６月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22

号  平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令（平成21年３月24日  内閣府令第５

号）の適用に伴い、当第１四半期連結累計期間では「少数株

主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

【簡便な会計処理】

　

当第１四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

１　たな卸資産の評価方法

当第１四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関して

は、実地たな卸を省略し、前連結会計年度末の実地たな卸高

を基礎として合理的な方法により算出する方法によってお

ります。

　また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下

が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価

切下げを行う方法によっております。

２　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に

係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によって

おります。

３　法人税等ならびに繰延税金資産および繰延税金負債の算

定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算

項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によって

おります。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計

年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著

しい変化がないと認められるので、前連結会計年度におい

て使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利

用する方法によっております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産減価償却累計額

524,147百万円

※１　有形固定資産減価償却累計額

520,157百万円

※２　固定資産の取得原価から直接減額された工事負担

金等累計額

127,166百万円

うち、鉄道事業における工事負担金等累計額

125,475百万円

　３　偶発債務

(1) 借入金保証

区分
金額
(百万円)

東京私鉄自動車協同組合 10

(2) その他の保証

区分
金額
(百万円)

提携ゴルフローン 9

提携住宅短期ローン 47

合計 56

※４　のれんおよび負ののれんの表示

　　のれんおよび負ののれんは、相殺表示しておりま

す。相殺前の金額は次のとおりであります。

のれん 　 5,494百万円

負ののれん 　 138百万円

差引 　 5,355百万円

※２　固定資産の取得原価から直接減額された工事負担

金等累計額

127,058百万円

うち、鉄道事業における工事負担金等累計額

125,456百万円

３　偶発債務

(1) 借入金保証

区分
金額
(百万円)

東京私鉄自動車協同組合 10

(2) その他の保証

区分
金額
(百万円)

提携ゴルフローン 11

※４　のれんおよび負ののれんの表示

　　のれんおよび負ののれんは、相殺表示しておりま

す。相殺前の金額は次のとおりであります。

のれん 　 5,787百万円

負ののれん 　 169百万円

差引 　 5,618百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
  至  平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりであり

ます。

(1) 人件費 4,612百万円

(2) 経費 3,126百万円

(3) 諸税 431百万円

(4) 減価償却費 768百万円

(5) のれん償却額 194百万円

合計 9,134百万円

 

※１　販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりであり

ます。

(1) 人件費 4,503百万円

(2) 経費 2,881百万円

(3) 諸税 468百万円

(4) 減価償却費 735百万円

(5) のれん償却額 184百万円

合計 8,774百万円

※２　引当金繰入額は次のとおりであります。

(1) 賞与引当金繰入額 1,801百万円

(2) 退職給付費用 1,079百万円

(3) 役員退職慰労引当金繰入額 55百万円

※２　引当金繰入額は次のとおりであります。

(1) 賞与引当金繰入額 1,643百万円

(2) 退職給付費用 1,035百万円

(3) 役員退職慰労引当金繰入額 48百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年６月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 36,323百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △102百万円

現金及び現金同等物 36,220百万円

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 34,998百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △97百万円

現金及び現金同等物 34,901百万円

　

(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)および当第１四半期連結累計期間(自平成22年４月１

日  至平成22年６月30日)

　

１　発行済株式の種類および総数

株式の種類
当第１四半期

連結会計期間末(株)

普通株式 551,521,094

　
　
２　自己株式の種類および株式数

株式の種類
当第１四半期

連結会計期間末(株)

普通株式 121,225

　
　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額
　

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,654 3.0平成22年３月31日 平成22年６月30日

　
　(2) 基準日が当第１四半期連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

      該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自平成21年４月１日  至平成21年６月30日)
　

　
交通事業
(百万円)

不動産
事業
(百万円)

レジャー
・サービス
事業
(百万円)

流通事業
(百万円)

その他
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　営 業 収 益 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対
28,368 3,229 9,757 27,215 3,838 72,409 ― 72,409

   　 する営業収益

　(2) セグメント間

420 1,587 1,030 393 6,173 9,605 (9,605) ―　　　の内部営業収

　　　益又は振替高

計 28,788 4,817 10,78727,60810,01282,014(9,605)72,409

　営業利益又は
　営業損失（△）

4,273 289 △320 △19 366 4,589 51 4,640

(注) １　事業区分の方法

日本標準産業分類をベースに、経営の多角化の実態が具体的かつ適切に開示できるよう、事業を区分してお

ります。

２　各事業区分の主要な事業内容

交通事業 ……………………… 鉄道、乗合・貸切自動車、タクシー等の営業を行っております。

不動産事業 …………………… 土地・建物の販売、土地・建物の賃貸を行っております。

レジャー・サービス事業 …… ホテル・旅館、レジャー施設、ゴルフ場、飲食店、水族館等の営業を行ってお

ります。

流通事業 ……………………… 百貨店業、ストア業を中心に商品の販売を行っております。

その他事業 …………………… 建設・土木・電気設備の工事、輸送用機器の修理・改造、ビル管理業務等の

経営を行っております。

　

【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間(自平成21年４月１日  至平成21年６月30日)

　本国以外の国、または地域に所在する連結子会社ならびに在外支店はありません。

　

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間(自平成21年４月１日  至平成21年６月30日)

　海外売上高がないため、記載しておりません。
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【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

  当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経

営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

  当社グループは、鉄道、バスを中心に、主に沿線地域において様々な事業を展開しております。

  したがって、当社グループは、事業内容を基礎とした事業の種類別セグメントから構成されており、

「交通事業」、「不動産事業」、「レジャー・サービス事業」、「流通事業」の４つを報告セグメントと

しております。各報告セグメントにおける事業内容は、以下のとおりであります。

      交通事業 ……………………… 鉄道、乗合・貸切自動車、タクシー等の営業を行っております。

     不動産事業 …………………… 土地・建物の販売、土地・建物の賃貸を行っております。

     レジャー・サービス事業 …… ホテル・旅館、レジャー施設、ゴルフ場、飲食店、水族館等の営業を

行っております。

     流通事業 ……………………… 百貨店業、ストア業を中心に商品の販売を行っております。

　

２  報告セグメントごとの営業収益および利益または損失の金額に関する情報

    当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日  至平成22年６月30日）

（単位：百万円）

　 交通事業
不動産
事業

レジャー
・サービス
事業

流通事業
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

  営 業 収 益 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への営業収益 28,4344,719 9,61726,0974,92973,798 ― 73,798

  セグメント間の内部営
487 1,601 1,018 496 5,482 9,086△9,086 ―

  業収益又は振替高　

計 28,9226,32010,63526,59410,41182,885△9,086 73,798

  セグメント利益又は損
  失（△）

4,697 763 △304 △36 222 5,342 44 5,387

(注）１  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設・土木・電気設備の工事、輸

送用機器の修理・改造、ビル管理業務等を含んでおります。

２  セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去であります。

３  セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

(追加情報)

  当第１四半期連結会計期間から「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17

号  平成21年３月27日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第20号  平成20年３月21日）を適用しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

329.74円 331.61円

(注)１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結会計期間末 前連結会計年度末
（平成22年６月30日） （平成22年３月31日）

純資産の部の合計額 182,224百万円 183,264百万円

普通株式に係る純資産額 181,820百万円 182,850百万円

差額の主な内訳 　 　

  少数株主持分 404百万円 414百万円

普通株式の発行済株式数 551,521,094株 551,521,094株

普通株式の自己株式数 121,225株 112,802株

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た普通株式の数

551,399,869株 551,408,292株

　

２  １株当たり四半期純利益

前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日 
  至  平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
  至  平成22年６月30日)

１株当たり四半期純利益                      3.16円 １株当たり四半期純利益                      2.31円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益　       ―潜在株式調整後１株当たり四半期純利益         ―

(注)１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

    ２ １株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益 1,743百万円 1,275百万円

普通株式に係る四半期純利益 1,743百万円 1,275百万円

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式の期中平均株式数 551,504,514株 551,402,331株

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　
　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年８月７日

京浜急行電鉄株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員 　
公認会計士　　渡　　辺　　和　　紀　　印

業務執行社員 　

　

指定有限責任社員 　
公認会計士　　木　　村　　　　　聡　　印

業務執行社員 　

　

指定有限責任社員 　
公認会計士　　橋　　爪　　輝　　義　　印

業務執行社員 　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている京浜

急行電鉄株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、京浜急行電鉄株式会社及び連結子会社の平成

21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月11日

京浜急行電鉄株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員 　
公認会計士　　木　　村　　　　　聡　　印

業務執行社員 　

　

指定有限責任社員 　
公認会計士　　橋　　爪　　輝　　義　　印

業務執行社員 　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている京浜

急行電鉄株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成

22年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、京浜急行電鉄株式会社及び連結子会社の平成

22年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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